第２節　医薬分業の推進対策

【現状と課題】

	  現　　状　
１　医薬分業率

○　平成29(2017)年3月末現在、当医療圏の医薬分業率は58.0%で、県平均65.4%より低くなっています。(表11-2-1)

○　医薬分業のメリットが十分理解されていない面があります。

○　厚生労働省が示した「患者のための薬局ビジョン」において、今後は、医薬分業の量から質への転換を見据えることが求められています。
２　供給体制

○　西三河医薬品管理センター(岡崎薬剤師会西三河調剤薬局)が当医療圏の医薬品等の備蓄供給機能を果たしてきましたが、分業率の変化、各地区薬局の努力により利用は減少気味です。
	  課　　題　
○　医薬分業は、患者、医療機関の理解が得られなくては成り立たないので、機会をとらえて普及啓発を図る必要があります。

○　医薬分業の一層の推進のため、「かかりつけ薬剤師・薬局」の育成が必要です。

○　処方せん受取率（医薬分業率）という指標のみならず、かかりつけ薬剤師・薬局の普及を目指した新たな指標を設定して、医薬分業の政策評価を実施していく必要があります。
○　西三河医薬品管理センターなどを一層活用して、地域医療関係者及び地域住民に対する情報の充実を図る必要があります。

	【今後の方策】

○　医師会、歯科医師会、薬剤師会等関係機関と相互に連携し、服薬指導の一元的・継続的な把握とそれに基づく患者ごとに最適な薬学的管理・指導が行われる患者本位の医薬分業を推進します。
○　県民に対して、医薬分業についての普及啓発を図ります。

○　医薬分業をはじめ公衆衛生・地域医療の拠点となる「かかりつけ薬剤師・薬局」を育成し、県民への普及、定着を図ります。
　


	表11-2-1　医薬分業率の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（各年3月末現在）
平成24年

平成25年

平成26年

平成27年

平成28年

平成29年

医療圏

55.4

55.9

56.1

58.1

58.1
58.0
 県

60.1

60.8

61.4

63.1

64.1
65.4
 資料： 社会保険基金・後期高齢者医療広域連合の資料を基に算出
　　　　　　　　　　　


医薬分業推進体系図　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成29年４月現在
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【体系図の説明】

○　医薬安全課は県医師会、県歯科医師会、県薬剤師会、県病院協会、県病院薬剤師会及び
消費者協会で構成する愛知県医薬分業適正化協議会議を開催し、適正な医薬分業の推進・
定着のための施策を検討しています。

○　医薬安全課がより質の高い医薬分業を推進するため、県薬剤師会に委託して調剤過誤防
止対策を検討し、薬局および薬剤師に対する教育を実施しています。
○　保健所はそれぞれの地区医師会、地区歯科医師会および地区薬剤師会等と調整をしなが
ら必要に応じ各圏域保健医療福祉推進会議で地域実情に見合った医薬分業を指導していま
す。

○　県民に対する医薬分業に関する知識啓発は、医薬安全課及び保健所が中心となって実施
　しています。

【実施されている施策】

○　医療圏の実情に応じた医薬分業の推進
・圏域保健医療福祉推進会議において、地域の実情に応じた推進方策を検討

○　後発医薬品の適正使用及び理解向上の推進
・県政お届け講座等講習会による県民への啓発活動の実施

○　かかりつけ薬剤師・薬局の育成
・薬局業務運営ガイドライン及び患者のための薬局ビジョンの周知・普及
○　医薬分業に関する知識の普及啓発
・「薬と健康の週間」における広報啓発
・医薬分業を正しく理解するための、一般県民（患者）及び関係者に対する啓発


	○　医薬分業
医師・歯科医師と薬剤師によって医薬品の使用をダブルチェックし、効き目や安全性を一層高め、より良い医療を提供することを目的としています。

医薬分業の良い点は、患者が薬局で十分な薬の説明や服薬指導を受けられ、納得して服用することができるとともに、薬局での薬歴管理により重複投与や相互作用による副作用を未然に防止し、安全な使用が確保できることです。
○　患者のための薬局ビジョン
患者本位の医薬分業の実現に向けて、かかりつけ薬剤師・薬局の今後の姿を明らかにするとともに、団塊の世代が後期高齢者（75歳以上）になる平成37(2025)年、更に10年後の平成47(2035)年に向けて、中長期的視野に立って現在の薬局をかかりつけ薬局に再編する道筋を提示するものです。
○　薬局業務運営ガイドライン
薬局を医療機関の一つと位置づけ、地域保健医療に貢献する「かかりつけ薬局」を育成するため、薬局自らの努力目標でありかつ、行政指導の指針として国が定めて県で運用を行っているものです。
○　服薬指導
　　患者がより安全に医薬品を使用できるように、交付の際にその効能効果、使用方法、注意事項等を説明することを服薬指導といい、これによりコンプライアンス（服薬遵守）の向上が図られます。
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